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「給与制度の総合的見直しの実施に伴う退職手当の調整額の引き上げ等について」提案に対する府労組連の回答と見解について
　
さる１月９日に府当局から提案された「給与制度の総合的見直しの実施に伴う退職手当の調整額の引き上げ等」については、調整額の見直しによって実質「減額」される職員が生じるなど、いっそう格差がひろがることになります。
府労組連は、そもそも２００６年の給与制度構造改革で退職手当の調整額を制度化し、職階による「貢献度」で加算することに反対の立場です。
引き続き、給与制度の総合的見直しによる２％引き下げに対し、全員一律で引上げることを強く求めるものです。
　また、第９号区分の「勤続２４年以下の退職者に支給しない」と制限をなくし、他区分と同様の取扱いとしながら、高等学校教育職給料表１級のうち第９号区分適用の対象者を「実習助手」「寄宿舎指導員」に限定しています。
非正規職員・教職員の待遇改善をはかるためにも、臨時的任用職員（非常勤講師等）を含むすべての正規職員にも適用されるよう求めるものです。
